
 

生活介護 

 

※ この要件は平成２５年４月１日現在のものです。今後、厚生労働省からの通知等があった場合は、 

要件の内容について見直す場合がありますので、予めご了承ください。 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉

サービスに要する費用の額の算定に関する基準（抜粋） 

 

 算定要件 

基準 解釈通知 

2 人員配置体制加算 

 

イ 人員配置体制加算(Ⅰ) 

(1) 利用定員が20人以下           265単位 

(2) 利用定員が21人以上60人以下      212単位 

(3) 利用定員が61人以上           197単位 

ロ 人員配置体制加算(Ⅱ) 

(1) 利用定員が20人以下           181単位 

(2) 利用定員が21人以上60人以下      136単位 

(3) 利用定員が61人以上           125単位 

ハ 人員配置体制加算(Ⅲ) 

(1) 利用定員が20人以下            51単位 

(2) 利用定員が21人以上60人以下       38単位 

(3) 利用定員が61人以上            33単位 

 

注1 イについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合す

るものとして都道府県知事又は市町村長に届け出た指定生活介

護等(指定生活介護若しくは特定基準該当生活介護であって区分

5 若しくは区分6 に該当する者若しくはこれに準ずる者が利用

者の数の合計数の100分の60以上である指定生活介護事業所

が行うもの、指定障害者支援施設が行う生活介護に係る指定障害

福祉サービス又はのぞみの園が行う生活介護に限る。)の単位(指

定生活介護等であって、その提供が同時に一又は複数の利用者に

対して一体的に行われるものをいう。以下同じ。)において、指

定生活介護等の提供を行った場合に、当該指定生活介護等の単位

の利用定員に応じ、利用者(1の注1の(1)又は(2)のいずれかに

該当する者に限る。注2及び注3において同じ。)に対して、1

日につき所定単位数(地方公共団体が設置する指定生活介護事業

所、特定基準該当障害福祉サービス事業所又は指定障害者支援施

設の指定生活介護等の単位の場合にあっては、所定単位数の

1000分の965に相当する単位数とする。)を加算する。 

 

※別に厚生労働大臣が定める施設基準 

 

ロ 介護給付費等単位数表第6 の2 のイの人員配置体制加算(Ⅰ)

を算定すべき指定生活介護等の単位(介護給付費等単位数表第 6

の2の注1に規定する指定生活介護等の単位をいう。以下同じ。)

の施設基準 

  

当該指定生活介護等の単位ごとに置くべき指定障害福祉サー

ビス基準第七十八条第一項第二号若しくは第二百二十条第一項

③ 人員配置体制加算の取扱い 

（一） 報酬告示第６の２の人員配置体制加算（Ⅰ）から（Ⅲ）ま

でについては、次のア、イ、ウごとに以下の条件をそれぞれ満た

した場合に、いずれかのみを算定できることとする。 

ア 人員配置体制加算（Ⅰ） 

（ⅰ） 指定生活介護事業所において生活介護を行う場合 

・ 区分５若しくは区分６に該当する者又はこれに準ずる者の

総数が利用者の数の合計数の 100 分の 60 以上であるこ

と。 

なお、「これに準ずる者」とは、区分４以下であって、543 

号告示別表第二に掲げる行動関連項目の欄の区分に応じ、そ

の行動関連項目が見られる頻度等をそれぞれ同表の０点の

欄から２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が８

点以上である者又は区分４以下であって喀痰吸引等を必要

とする者とする。以下この③において同じ。 

・ 常勤換算方法により、従業者の員数が利用者の数を1.7 で

除して得た数以上であること。 

（ⅱ） 指定障害者支援施設等において生活介護を行う場合 

常勤換算方法により、従業者の員数が利用者の数を 1.7 で

除して得た数以上であること。 

イ 人員配置体制加算（Ⅱ） 

（ⅰ） 指定生活介護事業所において生活介護を行う場合 

・ 区分５若しくは区分６に該当する者又はこれに準ずる者が

利用者の数の合計数の100 分の50以上であること。 

・ 常勤換算方法により、従業者の員数が利用者の数を２で除

して得た数以上であること。 

（ⅱ） 指定障害者支援施設等において生活介護を行う場合 

常勤換算方法により、従業者の員数が利用者の数を２で除し

て得た数以上であること。 

ウ 人員配置体制加算（Ⅲ） 

常勤換算方法により、従業者の員数が利用者の数を 2.5 で除

して得た数以上であること。 

（二） 人員配置体制加算については、生活介護の単位ごとに、生

活介護の単位の利用定員に応じた加算単位数を、当該生活介護の

利用者全員（厚生労働大臣が定める者（平成 18 年厚生労働省

告示第556 号）は除く。）につき算定することとする。 

（三） 新規に事業を開始した場合、又は旧体系施設から移行した

場合についても、開始した際の利用者数等の推計や旧体系時の利

用実績に応じて算定要件を満たしている場合については、加算を

算定できる。 

 



第二号から第四号まで又は指定障害者支援施設基準第四条第一

項第一号に規定する看護職員、理学療法士及び作業療法士並びに

生活支援員(以下この号において「生活支援員等」という。)の員

数の総数が、常勤換算方法で、前年度の利用者(介護給付費等単

位数表第6の1の注1の(1)又は(2)のいずれかに該当する者に

限る。ロ及びハにおいて同じ。)の数の平均値を一・七で除して

得た数以上であること。 

 

 

注2 ロについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合す

るものとして都道府県知事又は市町村長に届け出た指定生活介

護等(指定生活介護若しくは特定基準該当生活介護であって区分

5 若しくは区分6 に該当する者若しくはこれに準ずる者が利用

者の数の合計数の100分の50以上である指定生活介護事業所

が行うもの、指定障害者支援施設が行う生活介護に係る指定障害

福祉サービス又はのぞみの園が行う生活介護に限る。)の単位に

おいて、指定生活介護等の提供を行った場合に、当該指定生活介

護等の単位の利用定員に応じ、利用者に対して、1日につき所定

単位数(地方公共団体が設置する指定生活介護事業所、特定基準

該当障害福祉サービス事業所又は指定障害者支援施設の指定生

活介護等の単位の場合にあっては、所定単位数の 1000 分の

965に相当する単位数とする。)を加算する。ただし、この場合

において、イを算定している場合は、算定しない。 

 

※別に厚生労働大臣が定める施設基準 

 

ハ 介護給付費等単位数表第6 の2 のロの人員配置体制加算(Ⅱ)

を算定すべき指定生活介護等の単位の施設基準 

  

当該指定生活介護等の単位ごとに置くべき生活支援員等の員

数の総数が、常勤換算方法で、前年度の利用者の数の平均値を二

で除して得た数以上であること。 

 

注3 ハについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合す

るものとして都道府県知事又は市町村長に届け出た指定生活介

護等の単位において、指定生活介護等の提供を行った場合に、当

該指定生活介護等の単位の利用定員に応じ、利用者に対して、1

日につき所定単位数(地方公共団体が設置する指定生活介護事業

所、特定基準該当障害福祉サービス事業所又は指定障害者支援施

設の指定生活介護等の単位の場合にあっては、所定単位数の

1000分の965に相当する単位数とする。)を加算する。ただ

し、この場合において、イ又はロを算定している場合は、算定し

ない。 

 

※別に厚生労働大臣が定める施設基準 

 

ニ 介護給付費等単位数表第6 の2 のハの人員配置体制加算(Ⅲ)

を算定すべき指定生活介護等の単位の施設基準 

  

当該指定生活介護等の単位ごとに置くべき生活支援員等の員

数の総数が、常勤換算方法で、前年度の利用者の数の平均値を

二・五で除して得た数以上であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注4 平成24年4月1日から平成25年3月31日までの間は、

イについては、利用定員が21人以上60人以下の場合は239

単位、利用定員が61人以上の場合は221単位、ロについては、

利用定員が21人以上60人以下の場合は154単位、利用定員

が 61 人以上の場合は 141 単位、ハについては、利用定員が

21人以上60人以下の場合は43単位、利用定員が61人以上

の場合は37単位とし、平成25年4月1日から平成26年3

月31日までの間は、イについては、利用定員が21人以上60

人以下の場合は225単位、利用定員が61人以上の場合は209

単位、ロについては、利用定員が21人以上60人以下の場合は

145単位、利用定員が61人以上の場合は133単位、ハにつ

いては、利用定員が21人以上60人以下の場合は41単位、利

用定員が61人以上の場合は35単位とする。 

 

 

3 福祉専門職員配置等加算 

イ 福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)           10単位 

ロ 福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)            6単位 

注 

1 イについては、指定障害福祉サービス基準第78条第1項第2

号、第220条第1項第4号若しくは附則第4条第1項又は指

定障害者支援施設基準第4条第1項第1号若しくは附則第3条

第1 項第1 号の規定により置くべき生活支援員(注2 において

「生活支援員」という。)として常勤で配置されている従業者の

うち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業者

の割合が100分の25以上であるものとして都道府県知事又は

市町村長に届け出た指定生活介護事業所等において、指定生活介

護等を行った場合に、1日につき所定単位数を加算する。 

2 ロについては、次の(1)又は(2)のいずれかに該当するものとし

て都道府県知事又は市町村長に届け出た指定生活介護事業所等

において、指定生活介護等を行った場合に、1日につき所定単位

数を加算する。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配

置等加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。 

(1) 生活支援員として配置されている従業者のうち、常勤で配

置されている従業者の割合が100分の75以上であること。 

(2) 生活支援員として常勤で配置されている従業者のうち、3

年以上従事している従業者の割合が100分の30以上である

こと。 

 

 

 

 

 

4 視覚・聴覚言語障害者支援体制加算        41単位 

注 視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者(以下

「視覚障害者等」という。)である指定生活介護等の利用者の数

(重度の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は知的障害のうち

2 以上の障害を有する利用者については、当該利用者数に 2 を

乗じて得た数とする。)が当該指定生活介護等の利用者の数に

100分の30を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との

意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生

活支援に従事する従業者を、指定障害福祉サービス基準第 78

条、第220条若しくは附則第4条又は指定障害者支援施設基準

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 福祉専門職員配置等加算の取扱い 

報酬告示第６の３の福祉専門職員配置等加算については、２の

（５）の④を準用する。 

 

２の（５）の④ 

 

④ 福祉専門職員配置等加算の取扱い 

報酬告示第５の３の福祉専門職員配置等加算については、以下の

とおり取り扱うこととする。 

（一） 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ） 

指定基準の規定により配置することとされている直接処遇職

員として常勤で配置されている従業者の総数のうち、社会福祉

士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業者の割合が100 

分の25 以上であること。 

なお、「常勤で配置されている従業者」とは、正規又は非正規

雇用に係わらず、各事業所において定められる常勤の従業者が勤

務すべき時間数に達している従業者をいう。（（二）において同

じ。） 

（二） 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ） 

次のいずれかに該当する場合であること。 

ア 直接処遇職員として配置されている従業者の総数（常勤換算

方法により算出された従業者数をいう。）のうち、常勤で配置

されている従業者の割合が100分の75 以上であること。 

イ 直接処遇職員として常勤で配置されている従業者のうち、３

年以上従事している従業者の割合が 100 分の 30 以上であ

ること。 

 

 

⑤ 視覚・聴覚言語障害者支援体制加算の取扱い 

（一） 報酬告示第６の４の視覚・聴覚言語障害者支援体制加算に

ついては、注中「視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害の

ある者」とあるが、具体的には次のアからウまでのいずれかに該

当する者であること。 

ア 視覚障害者 

身体障害者福祉法（昭和24 年法律第283 号）第15 条第

４項の規定により交付を受けた身体障害者手帳（以下「身体障

害者手帳」という。）の障害の程度が１級又は２級に該当し、

日常生活おけるコミュニケーションや移動等に支障があると



第4条若しくは附則第3条に定める人員配置に加え、常勤換算

方法(指定障害福祉サービス基準第2条第15号又は指定障害者

支援施設基準第2 条第15 号に掲げる常勤換算方法をいう。以

下同じ。)で、利用者の数を 50 で除して得た数以上配置してい

るものとして都道府県知事又は市町村長に届け出た指定生活介

護事業所等において、指定生活介護等を行った場合に、1日につ

き所定単位数を加算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 リハビリテーション加算             20単位 

注 次の(1)から(5)までのいずれにも適合するものとして都道府

県知事又は市町村長に届け出た指定生活介護事業所等において、

リハビリテーション実施計画が作成されている利用者に対して、

指定生活介護等を行った場合に、1日につき所定単位数を加算す

る。 

(1) 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種

の者が共同して、利用者ごとのリハビリテーション実施計画を

作成していること。 

(2) 利用者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師又は

医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚

士が指定生活介護等を行っているとともに、利用者の状態を定

期的に記録していること。 

(3) 利用者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定

期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。 

(4) 指定障害者支援施設等に入所する利用者について、リハビ

リテーションを行う医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士が、看護師、生活支援員その他の職種の者に対し、リハビ

リテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等

の情報を伝達していること。 

(5) (4)に掲げる利用者以外の利用者について、指定生活介護事

業所等の従業者が、必要に応じ、指定特定相談支援事業者(法

第51条の17第1項第1号に規定する指定特定相談支援事

認められる視覚障害を有する者 

イ 聴覚障害者 

身体障害者手帳の障害の程度が２級に該当し、日常生活おける

コミュニケーションに支障があると認められる聴覚障害を有

する者 

ウ 言語機能障害者 

身体障害者手帳の障害の程度が３級に該当し、日常生活おける

コミュニケーションに支障があると認められる言語機能障害

を有する者 

（二） 「重度の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は知的障害

のうち２以上の障害を有する利用者」については、当該利用者１

人で２人分の視覚障害者等として数えて算定要件（全利用者の

100 分の30 が視覚障害者等）に該当するか否かを計算するこ

ととしているが、この場合の「知的障害」は「重度」の知的障害

である必要はない。 

また、多機能型事業所等については、当該多機能型事業所等に

おいて実施される複数の障害福祉サービスの利用者全体のうち、

視覚障害者等の数が利用者の数に 100 分の 30 を乗じて得た

数以上であり、従業者の加配が当該多機能型事業所等の利用者の

合計数を 50 で除して得た数以上なされていれば満たされるも

のであること。 

（三） 「視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者とし

て専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者」とは、具体的

には次のア又はイのいずれかに該当する者であること。 

ア 視覚障害 

点字の指導、点訳、歩行支援等を行うことができる者 

イ 聴覚障害又は言語機能障害 

手話通訳等を行うことができる者 

 

 

⑨ リハビリテーション加算の取扱い 

報酬告示第６の８のリハビリテーション加算については、以下の

とおり取り扱うこととする。 

（一） リハビリテーション加算に係るリハビリテーションは、利

用者ごとに行われる個別支援計画の一環として行われることに

留意すること。 

（二） （三）により作成されるリハビリテーション実施計画を作

成した利用者について、当該指定生活介護等を利用した日に算定

することとし、必ずしもリハビリテーションが行われた日とは限

らないものであること。 

（三） リハビリテーション加算については、以下の手順で実施す

ること。 

ア 利用開始時にその者に対するリハビリテーションの実施に必

要な情報を収集しておき、医師、理学療法士、作業療法士、言

語聴覚士、その他の職種の者（以下この⑨において「関連スタ

ッフ」という。）が暫定的に、リハビリテーションに関する解

決すべき課題の把握（以下この⑨において「アセスメント」と

いう。）とそれに基づく評価を行い、その後、多職種協働によ

り開始時リハビリテーションカンファレンスを行ってリハビ

リテーション実施計画原案を作成すること。 

また、作成したリハビリテーション実施計画原案について

は、利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。なお、

生活介護サービスにおいては、リハビリテーション実施計画原



業者をいう。以下同じ。)を通じて、指定居宅介護サービスそ

の他の指定障害福祉サービス事業に係る従業者に対し、リハビ

リテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等

の情報を伝達していること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 食事提供体制加算               42単位 

  

注 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行令(平成18年政令第10号)第17条第1号に掲げる者の

うち、支給決定障害者等(法第5条第22項第2号に規定する支

給決定障害者等をいう。)及び当該支給決定障害者等と同一の世

帯に属する者(特定支給決定障害者(同令第17条第4号に規定す

る特定支給決定障害者をいう。以下この項において同じ。)にあ

っては、その配偶者に限る。)について指定障害福祉サービス等

のあった月の属する年度(指定障害福祉サービス等のあった月が

4月から6月までの場合にあっては、前年度)分の地方税法(昭和

25 年法律第 226 号)の規定による市町村民税(同法の規定によ

る特別区民税を含む。)の同法第292条第1項第2号に掲げる

所得割(同法第328 条の規定によって課する所得割を除く。)の

額(障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行規則(平成18年厚生労働省令第19号。以下「規則」と

案に相当する内容を個別支援計画に記載する場合は、その記録

をもってリハビリテーション実施計画原案の作成に代えるこ

とができるものとすること。 

イ リハビリテーション実施計画原案に基づいたリハビリテーシ

ョンやケアを実施しながら、概ね二週間以内及び概ね三月ごと

に関連スタッフがアセスメントとそれに基づく評価を行い、そ

の後、多職種協働により、リハビリテーションカンファレンス

を行って、リハビリテーション実施計画を作成すること。なお、

この場合にあっては、リハビリテーション実施計画を新たに作

成する必要はなく、リハビリテーション実施計画原案の変更等

をもってリハビリテーション実施計画の作成に代えることが

できるものとし、変更等がない場合にあっても、リハビリテー

ション実施計画原案をリハビリテーション実施計画に代える

ことができるものとすること。また、作成したリハビリテーシ

ョン実施計画については、利用者又はその家族に説明し、その

同意を得ること。また、リハビリテーションカンファレンスの

結果、必要と判断された場合は、関係する指定特定相談支援事

業所の相談支援専門員や他の障害福祉サービス事業所等に対

してリハビリテーションに関する情報伝達（日常生活上の留意

点、サービスの工夫等）や連携を図ること。 

ウ 利用を終了する前に、関連スタッフによる終了前リハビリテ

ーションカンファレンスを行うこと。その際、終了後に利用予

定の指定特定相談支援事業所の相談支援専門員や他の障害福

祉サービス事業所のサービス管理責任者等の参加を求めるこ

と。 

エ 利用終了時には指定特定相談支援事業所の相談支援専門員や

利用者の主治の医師に対してリハビリテーションに必要な情

報提供を行うこと。 

オ 指定障害福祉サービス基準第93 条において準用する同基準

第 19 条第１項に規定するサービス提供の記録において利用

者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師又は医師の

指示を受けた理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が利

用者の状態を定期的に記録する場合は、当該記録とは別にリハ

ビリテーション加算の算定のために利用者の状態を定期的に

記録する必要はないものとする。 

 

 

⑪ 食事提供体制加算の取扱い 

報酬告示第６の 10 の食事提供体制加算については、原則とし

て当該施設内の調理室を使用して調理し、提供されたものについて

算定するものであるが、食事の提供に関する業務を当該施設の最終

的責任の下で第三者に委託することは差し支えない。なお、施設外

で調理されたものを提供する場合（クックチル、クックフリーズ若

しくは真空調理（真空パック）により調理を行う過程において急速

に冷却若しくは冷凍したものを再度加熱して提供するもの又はク

ックサーブにより提供するものに限る。）、運搬手段等について衛生

上適切な措置がなされているものについては、施設外で調理し搬入

する方法も認められるものである。 

この場合、例えば出前の方法や市販の弁当を購入して、利用者に提

供するような方法は加算の対象とはならないものである。 

なお、利用者が施設入所支援を利用している日については、補足給

付が日単位で支給されることから、この加算は算定できないもので

あることに留意すること。 



いう。)第26条の2に掲げる規定による控除をされるべき金額

があるときは、当該金額を加算した額とする。)を合算した額が

28 万円未満(特定支給決定障害者にあっては、16 万円未満)で

ある者並びに同令第17条第2号から第4号までに掲げる者(以

下「低所得者等」という。)であって生活介護計画等により食事

の提供を行うこととなっている利用者(指定障害者支援施設等に

入所する者を除く。)又は低所得者等である基準該当生活介護の

利用者に対して、指定生活介護事業所等又は基準該当生活介護事

業所に従事する調理員による食事の提供であること又は調理業

務を第三者に委託していること等当該指定生活介護事業所等又

は基準該当生活介護事業所の責任において食事提供のための体

制を整えているものとして都道府県知事又は市町村長に届け出

た当該指定生活介護事業所等又は基準該当生活介護事業所にお

いて、食事の提供を行った場合に、平成27年3月31日まで

の間、1日につき所定単位数を加算する。 

 

 

11 延長支援加算 

(1) 延長時間1時間未満の場合          61単位 

(2) 延長時間1時間以上の場合          92単位 

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして都

道府県知事に届け出た指定生活介護事業所等において、利用者

(施設入所者を除く。以下この注において同じ。)に対して、生活

介護計画等に基づき指定生活介護等を行った場合に、当該指定生

活介護等を受けた利用者に対し、当該指定生活介護等を行うのに

要する標準的な延長時間で所定単位数を加算する。 

 

※別に厚生労働大臣が定める施設基準 

 

ホ 介護給付費等単位数表第6 の11 の延長支援加算を算定すべ

き指定生活介護事業所等の施設基準 

  

次の(1)及び(2)に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

  

(１) 指定障害福祉サービス基準第八十九条に規定する運営規程

に定める営業時間が八時間以上であり、かつ、利用者に対して八

時間を超えて指定生活介護等を行うこと。 

  

(２) 指定障害福祉サービス基準の規定により置くべき職員(直接

支援業務に従事する者に限る。)を1以上配置していること。 

 

 

12 送迎加算                   27単位 

注 

1 別に厚生労働大臣が定める送迎を実施しているものとして都

道府県知事に届け出た指定生活介護事業所又は指定障害者支援

施設(国又は地方公共団体が設置する指定生活介護事業所又は指

定障害者支援施設(地方自治法第244条の2第3項の規定に基

づく公の施設の管理の委託が行われている場合を除く。)を除く。

以下この12において同じ。)において、利用者(施設入所者を除

く。以下この 12 において同じ。)に対して、その居宅と指定生

活介護事業所又は指定障害者支援施設との間の送迎を行った場

合に、片道につき所定単位数を加算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫ 延長支援加算の取扱い 

報酬告示第６の 11 の延長支援加算については、運営規程に定

める営業時間が８時間以上であり、営業時間の前後の時間（以下「延

長時間帯」という。）において、指定生活介護等を行った場合に、

１日の延長支援に要した時間に応じ、算定するものであるが、以下

のとおり取り扱うこととする。 

（一） ここでいう「営業時間」には、送迎に要する時間を含まれ

ないものであること。 

（二） 個々の利用者の実利用時間は問わないものであり、例えば、

サービス提供時間は８時間未満であっても、営業時間を超えて支

援を提供した場合には、本加算の対象となるものであること。 

（三） 延長時間帯に、障害福祉サービス基準の規定により置くべ

き職員（直接支援業務に従事する者に限る。）を１名以上配置し

ていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑬ 送迎加算の取扱い 

報酬告示第６の 12 の送迎加算については、以下のとおり取り

扱うこととする。 

（一） 多機能型事業所又は同一敷地内に複数の事業所が存する場

合については、原則として一の事業所として取り扱うこととす

る。ただし、事業所ごとに送迎が行われている場合など、都道府

県知事が特に必要と認める場合についてはこの限りではないこ

と。 

（二） 原則として、当該月において、１回の送迎につき、平均10 

人以上（ただし、利用定員が 20 人未満の事業所にあっては、

１回の送迎につき、平均的に定員の 100 分の 50 以上）の利



2 別に厚生労働大臣が定める送迎を実施しており、かつ、区分5

若しくは区分 6 に該当する者又はこれに準ずる者が利用者の数

の合計数の100分の60以上であるものとして都道府県知事に

届け出た指定生活介護事業所又は指定障害者支援施設において、

利用者に対して、その居宅と指定生活介護事業所又は指定障害者

支援施設との間の送迎を行った場合には、さらに片道につき所定

単位数に14単位を加算する。 

 

※別に厚生労働大臣が定める施設基準 

 

12厚生労働大臣が定める送迎 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１)指定生活介護事業所（障害者自立支援法に基づく指定障害福祉

サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成十八

年厚生労働省令第百七十一号。以下「指定障害福祉サービス基準」

という。）第七十八条第一項に規定する指定生活介護事業所をい

う。以下同じ。）又は指定障害者支援施設（障害者自立支援法（平

成十七年法律第百二十三号）第二十九条第一項に規定する指定障

害者支援施設をいう。以下同じ。）が、当該指定生活介護事業所

又は指定障害者支援施設において行われる指定生活介護（指定障

害福祉サービス基準第七十七条に規定する指定生活介護をい

う。）又は指定障害者支援施設が行う生活介護に係る障害福祉サ

ービスの利用につき、利用者の送迎を行った場合であること。 

(２)原則として、当該月において、一回の送迎につき、平均十人以

上（ただし、利用定員が二十人未満の事業所にあっては、一回の

送迎につき、平均的に定員の百分の五十以上）の利用者が利用し、

かつ、週三回以上の送迎を実施している場合であること。 

 

 

14 福祉・介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している福祉・介護職員

の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事又は市

町村長に届け出た指定生活介護事業所等又は基準該当生活介護

事業所(国、のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場

合を除く。15において同じ。)が、利用者に対し、指定生活介護

等又は基準該当生活介護を行った場合に、当該基準に掲げる区分

に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次

に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。 

イ 福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 1から13までにより算

定した単位数の1000分の17に相当する単位数(指定障害者

支援施設にあっては、1000分の28に相当する単位数) 

ロ 福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イにより算定した単位数

の100分の90に相当する単位数 

ハ 福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イにより算定した単位数

の100分の80に相当する単位数 

 

※別に厚生労働大臣が定める基準 

 

十七 介護給付費等単位数表第6 の14 の注の厚生労働大臣が定

める基準 

 第二号の規定を準用する。 

 

用者が利用し、かつ、週３回以上の送迎を実施している場合であ

ることとするが、「平成22 年度障害者自立支援対策臨時特例交

付金の運営について（平成23 年１月７日障発0107 第１号厚

生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）」の別紙「障害者

自立支援対策臨時特例基金管理運営要領」の別添「障害者自立支

援対策臨時特例交付金による特別対策事業」の「１．事業者に対

する運営の安定化等を図る措置」の「(3)通所サービス等利用促

進事業」において都道府県知事が必要と認めていた基準により実

施している場合についても対象となること。 

（三） 指定共同生活介護事業所又は指定共同生活援助事業所と指

定生活介護事業所又は指定障害者支援施設との間の送迎を行っ

た場合についても、対象となること。 

（四） 送迎を外部事業者へ委託する場合も対象として差し支えな

いが、利用者へ直接公共交通機関の利用に係る費用を給付する場

合等は対象とならないこと。 

（五） 「これに準ずる者」とは、区分４以下であって、543号告

示別表第二に掲げる行動関連項目の欄の区分に応じ、その行動関

連項目が見られる頻度等をそれぞれ同表の０点の欄から２点の

欄までに当てはめて算出した点数の合計が８点以上である者又

は喀痰吸引等を必要とする者とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑮ 福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別

加算の取扱い 

報酬告示第６の14 及び15 の福祉・介護職員処遇改善加算及

び福祉・介護職員処遇改善特別加算については、２の（１）の⑱を

準用する。 

 

２の（１）の⑱ 

 

⑱ 福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別

加算の取扱いついて 

福祉・介護職員処遇改善加算は、平成23 年度まで実施されてい

た福祉・介護人材の処遇改善事業における助成金による賃金改善の

効果を継続する観点から、当該助成金を円滑に障害福祉サービス報

酬に移行することを目的とし創設したものである。 

また、福祉・介護職員処遇改善特別加算については、福祉・介護

職員の処遇改善をより一層推し進めるために、基金事業において、

助成金を受給することが困難であった事業所においても一定の処

遇改善が図られるよう創設したものある。 

このため、福祉・介護職員処遇改善加算を算定する場合には、福

祉・介護職員処遇改善特別加算は算定できないこと。なお、福祉・

介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別加算の内容

については、別途通知（「福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・

介護職員処遇改善特別加算に関する基本的考え方並びに事務処理

手順及び様式例の提示について」（平成24 年３月30 日付け障障



厚生労働大臣が定める基準第二号 

イ 福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１) 福祉・介護職員の賃金(退職手当を除く。)の改善(以下「賃金

改善」という。)に要する費用の見込額が、福祉・介護職員処遇

改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、

当該計画に基づき適切な措置を講じていること。 

(２) 当該指定居宅介護事業所等(介護給付費等単位数表第1の1の

注13に規定する指定居宅介護事業所等をいう。以下同じ。)にお

いて、(1)の賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及

び実施方法その他の福祉・介護職員の処遇改善の計画等を記載し

た福祉・介護職員処遇改善計画書を作成し、全ての福祉・介護職

員に周知し、都道府県知事(地方自治法(昭和二十二年法律第六十

七号)第二百五十二条の十九第一項の指定都市(以下「指定都市」

という。)及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市(以下

「中核市」という。)にあっては指定都市又は中核市の市長とし、

基準該当サービスの場合にあっては登録先である市町村の市町

村長とする。以下この号において同じ。)に届け出ていること。 

(３) 福祉・介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を

実施すること。 

(４) 当該指定居宅介護事業所等において、事業年度ごとに福祉・

介護職員の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報告するこ

と。 

(５) 算定日が属する月の前十二月間において、労働基準法(昭和二

十二年法律第四十九号)、労働者災害補償保険法(昭和二十二年法

律第五十号)、最低賃金法(昭和三十四年法律第百三十七号)、労働

安全衛生法(昭和四十七年法律第五十七号)、雇用保険法(昭和四十

九年法律第百十六号)その他の労働に関する法令に違反し、罰金

以上の刑に処せられていないこと。 

(６) 当該指定居宅介護事業所等において、労働保険料(労働保険の

保険料の徴収等に関する法律(昭和四十四年法律第八十四号)第十

条第二項に規定する労働保険料をいう。以下同じ。)の納付が適

正に行われていること。 

(７) 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

(一) 次に掲げる要件のいずれにも適合すること。 

a 福祉・介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の

要件(福祉・介護職員の賃金に関するものを含む。)を定めて

いること。 

b aの要件について書面をもって作成し、全ての福祉・介護

職員に周知していること。 

(二) 次に掲げる要件のいずれにも適合すること。 

a 福祉・介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、

当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保している

こと。 

b aについて、全ての福祉・介護職員に周知していること。 

(８) 平成二十年十月から(2)の届出の日の属する月の前月までに

実施した福祉・介護職員の処遇改善の内容(賃金改善に関するも

のを除く。)及び当該福祉・介護職員の処遇改善に要した費用を

全ての福祉・介護職員に周知していること。 

ロ 福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イの(1)から(6)までに掲げ

る基準のいずれにも適合し、かつ、イの(7)又は(8)に掲げる基準

のいずれかに適合すること。 

ハ 福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イの(1)から(6)までに掲げ

発0330第５号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課

長通知））を参照すること。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



る基準のいずれにも適合すること。 

 

 

15 福祉・介護職員処遇改善特別加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している福祉・介護職員

を中心とした従業者の賃金の改善等を実施しているものとして

都道府県知事又は市町村長に届け出た指定生活介護事業所等又

は基準該当生活介護事業所が、利用者に対し、指定生活介護等又

は基準該当生活介護を行った場合に、1から13までにより算定

した単位数の1000 分の6 に相当する単位数(指定障害者支援

施設にあっては、1000分の9に相当する単位数)を所定単位数

に加算する。ただし、14の福祉・介護職員処遇改善加算を算定

している場合にあっては、算定しない。 

 

※別に厚生労働大臣が定める基準 

 

十八 介護給付費等単位数表第6 の15 の注の厚生労働大臣が定

める基準 

  

第三号の規定を準用する。 

 

厚生労働大臣が定める基準第三号 

  

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

イ 福祉・介護職員等の賃金(退職手当を除く。)に要する費用の見

込額が、福祉・介護職員処遇改善特別加算の算定見込額を上回る

賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を

講じていること。 

ロ 当該指定居宅介護事業所等において、イの賃金改善に関する計

画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の福祉・介護職

員等の処遇改善の計画等を記載した福祉・介護職員等処遇改善計

画書を作成し、全ての福祉・介護職員等に周知し、都道府県知事

に届け出ていること。 

ハ 福祉・介護職員処遇改善特別加算の算定額に相当する賃金改善

を実施すること。 

ニ 当該指定居宅介護事業所等において、事業年度ごとに福祉・介

護職員等の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報告するこ

と。 

ホ 算定日が属する月の前十二月間において、労働基準法、労働者

災害補償保険法、最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法その

他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていな

いこと。 

ヘ 当該指定居宅介護事業所等において、労働保険料の納付が適正

に行われていること。 

 

 

 

⑮ 福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別

加算の取扱い 

報酬告示第６の14 及び15 の福祉・介護職員処遇改善加算及び

福祉・介護職員処遇改善特別加算については、２の（１）の⑱を準

用する。 

 

２の（１）の⑱ 

 

⑱ 福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別

加算の取扱いついて 

福祉・介護職員処遇改善加算は、平成 23 年度まで実施されてい

た福祉・介護人材の処遇改善事業における助成金による賃金改善の

効果を継続する観点から、当該助成金を円滑に障害福祉サービス報

酬に移行することを目的とし創設したものである。 

また、福祉・介護職員処遇改善特別加算については、福祉・介護職

員の処遇改善をより一層推し進めるために、基金事業において、助

成金を受給することが困難であった事業所においても一定の処遇

改善が図られるよう創設したものある。 

このため、福祉・介護職員処遇改善加算を算定する場合には、福祉・

介護職員処遇改善特別加算は算定できないこと。なお、福祉・介護

職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別加算の内容につ

いては、別途通知（「福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護

職員処遇改善特別加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順

及び様式例の提示について」（平成 24 年３月 30 日付け障障発

0330 第５号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課

長通知））を参照すること。   

 


